
                                 

 

令和３年度事業計画 

 

活動基本方針 

  法人会は税のオピニオンリーダーたる経営者の団体であるとの理念の下、社会全体への

貢献をめざし、税を中心とした事業の一層の活性化を図るとともに適正・効率的な組織運

営に努め、法人会活動の更なる充実に努める。 

 また、会員の減少傾向に歯止めがかからない中、法人会活動をより充実させるため会員

加入率を５０％台に回復することが重要である。会員増強には法人会の知名度向上と会員

メリットの周知が肝要であり、法人会活動を広く一般社会に周知するため、マスメディア

を活用した法人会ＰＲの広報活動を積極的に行う。 

 

［重点事項］   

 

総務関係 

１．社会貢献活動は法人会活動の三本柱(健全な経営・正しい納税・社会に貢献)の一つで 

ある。引き続き青年部会・女性部会との連携のもと、地域社会との共生を目指した活動を

積極的かつ継続的に支援していくこととする。 

 また、一般市民、次世代を担う児童生徒に対する（税の仕組みを理解してもらうため） 

租税教育および租税教室の更なる充実を図る。 

２．事務局強化のための支援を行うほか、効率的・効果的な事務局運営のための施策等に 

ついて検討を行う。 

３．税の啓発や「ｅ－Ｔａｘ」の利用割合向上に資するため、あらゆる機会を捉えて、関

係団体等と連携強化を図り、引き続き「ｅ－Ｔａｘ」普及促進に努める。 

４．申告納税制度の一層の定着に資するため、消費税の「期限内納付」の推進に努める。 

 

 

組織関係 

１．会活動を充実させるためには、組織基盤強化が重要であることから、会員増強月間を 

１０月～１２月の３ヶ月間に設定し新規加入の推進に努める。 

  （目 標） 

  ・会員数の純増を目指す 

   ・役員一人一社以上の獲得を目指す 

   ・加入率５０％以上を目指す 

２．会員の退会減少を図るため、７月～９月の３ヶ月間を退会防止月間とし、併せて効果

的な退会防止策を講ずる等、引き続き組織基盤強化に努める。 

 

 

 

 



研修(事業)関係 

１．税法税務研修会は、自己啓発を支援する最重要事業であることからより一層の充実を 

図るとともに、一般の企業及び市民、会員に対する税知識の一層の普及啓発に努めること  

とする。  

２．企業支援等の研修会については、時宜を得た効果的な情報提供等に努める。 

３．企業内部統制の強化や経理水準の向上は、企業の成長や税務リスクの軽減のために

重要であることから、税務署等と協力し、自主点検チェックシートを活用した企業の税

務コンプライアンス向上に積極的に取り組む。 

 

 

広報関係 

１．地域社会への税知識の一層の普及啓発に努めるとともに、法人会の知名度向上と活動

内容の対外的な周知等を積極的に展開する。 

 このため、全法連作成の広報ツール等の積極的な活用とマスメディアの活用による地域

に密着した広報活動を展開し、法人会の知名度向上と併せ会員増強活動を支援する。また、

ホームページ(内部・外部への情報発信)の充実、マスコミ等に対するパブリシティの向上

に努め、地域に密着した広報活動を図る。 

２．全法連アンケート調査システム登録の推進を図る。 

 

厚生関係 

１．福利厚生制度収入については、安定的な成長となるよう提携保険会社３社との連携を 

密にする。 

   ①福利厚生事業に対する意識を維持・発展させる観点から、「法人会福利厚生制度創   

設５０周年」推進施策に則り、更なる充実と拡大を目指すこととする。 

    ②紹介運動および青年部会を中心としたＪタイプの更なる加入促進に努める。 

    ③女性部会による福利厚生制度目標の達成に努める。 

    ④法人会・提携保険会社との連携のもと目標の共有(保険目標・会員増強運動) 

  （目 標） 

   ・経営者大型保障制度役員加入率７０％を目指す 

・ビジネスガード役員加入率３０％を目指す 

   ・がん保険等役員加入率６０％目を指す 

 

税制関係 

１．現下の経済状況等を踏まえて、デフレからの早期脱却・経済再生が最優先課題となっ 

ている。また、台風による豪雨災害など相次いで発生する自然災害からの復興も重要な課

題である。 

  また、今回のコロナ対策では大規模な赤字国債の発行により、財政の悪化が急速かつ

深刻化する形となった。超高齢化社会が急速に進展する今、財政再建と持続可能な社会保

障制度の構築が大きな課題となっている。 

  さらに、少子化対策や女性活躍の推進、グローバル化の進展など社会構造の変化への 

対応など諸課題に広く対処していく必要がある。こうした情勢を踏まえ 

 



① 地域経済の担い手である中小企業の活性化に資する税制をはじめ税のオピニオン

リーダーとして我が国の将来を展望した建設的な提言に努める。 

② 当委員会では、地方行財政や地方税のあり方についても積極的に取り上げ、その提      

言事項については県・市町に提言活動を行う。 

 

 

青年部会・女性部会 

１．青年部会は、組織の充実のための「部会員増強運動」と活動の大きな柱である「租税 

教育活動」を重点に活動する。また、福利厚生制度(Ｊタイプ等)の更なる推進に努める。 

２．女性部会においては、税の啓発活動・社会貢献活動は勿論のこと「税に関する絵はが 

きコンクール」等を積極的に推進するとともに、部会員の資質向上と法人会活動の充実活

性化に努める。また、福利厚生制度については目標達成に向け推進する。 

３．青年・女性部会の活動をＰＲし、次代の法人会を担う部会員の獲得に努める。 

４．本会事業に対する積極的な参加及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


